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〔
告

示
〕

〇
天
皇
皇
后
両
陛
下
は
第
七
十
三
回
国
民
体

育
大
会
に
御
臨
場
に
な
る
件（
宮
内
庁
八
）

〇
特
定
国
外
派
遣
組
織
を
指
定
す
る
件

（
総
務
二
九
一
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
二
六
七
）

〇
ケ
ニ
ア
共
和
国
政
府
に
対
す
る
贈
与
に
関

す
る
日
本
国
政
府
と
ケ
ニ
ア
共
和
国
政
府

と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件

（
外
務
二
六
〇
）

〇
技
術
協
力
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と
ク

ウ
ェ
ー
ト
国
政
府
と
の
間
の
協
定
の
署
名

及
び
効
力
発
生
に
関
す
る
件（
同
二
六
一
）

〇
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律

の
規
定
に
よ
る
在
宅
就
業
支
援
団
体
が
在

宅
就
業
障
害
者
に
係
る
業
務
の
全
部
を
廃

止
し
た
件
（
厚
生
労
働
三
〇
七
）

〇
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
に
関
す
る
特
定
感
染
症

予
防
指
針
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
三
〇
八
）

〇
船
舶
安
全
法
に
基
づ
く
型
式
承
認
等
を
し

た
件
（
国
土
交
通
一
〇
五
三
）

〇
海
上
保
安
庁
の
船
舶
の
番
号
及
び
標
識
の

一
部
を
改
正
す
る
告
示

（
海
上
保
安
庁
五
一
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
東
北
地
方
整
備
局
一
九
一
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
部
地
方
整
備
局
七
四
）

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

法
務
省

特
許
庁

最
高
裁
判
所

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

心
理
的
な
負
担
の
程
度
を
把
握
す
る
た
め
の

検
査
及
び
面
接
指
導
の
実
施
並
び
に
面
接
指

導
結
果
に
基
づ
き
事
業
者
が
講
ず
べ
き
措
置

に
関
す
る
指
針
に
関
す
る
公
示

（
厚
生
労
働
省
）

労

働

労
働
保
険
審
査
官
及
び
労
働
保
険
審
査
会
法

第
五
条
の
規
定
に
基
づ
く
関
係
事
業
主
を
代

表
す
る
者
の
候
補
者
の
推
薦
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁犯

罪
被
害
財
産
支
給
手
続
開
始
決
定
、
製

造
た
ば
こ
小
売
定
価
、
建
設
業
の
許
可
の

取
消
処
分
関
係

裁
判
所

相
続
、
失
踪
、
除
権
決
定
、
破
産
、免
責
、

再
生
関
係

特
殊
法
人
等

厚
生
年
金
基
金
清
算
結
了
・
清
算
人
退
任

関
係

会
社
そ
の
他
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